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これより、令和6年度　動物取扱責任者研修会を開催します。



福岡市の犬猫収容措置状況
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プレゼンテーションのノート
本編に入る前に、まずは、福岡市の犬猫収容措置状況について説明させていただきます。
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こちらは、R5年度の犬に関する収容措置状況です。
この図はどのような形で収容され、収容後どのようになっているか、入口と出口を表しています。

入口については、飼い犬9頭、飼い主不明62頭（内訳引取り55頭、捕獲7頭）の合わせて71頭が動物愛護管理センターに収容され、子犬の収容は4頭でした。
実際、飼い主不明となっている犬については、現在野犬等がほとんどいない関係上、元来飼い主がいるものだと想定されます。

出口については、返還が44頭、譲渡が25頭でした。
また、殺処分は5頭で、うち収容後の死亡が2頭、重篤な病気や攻撃性等を理由とした殺処分が3頭でした。

飼い主不明で収容された62頭の内、44頭が返還に至っているため、返還率としては約70％です。
一方で、飼い主不明の18頭及び飼い主より引取りを求められた9頭の合計27頭は、飼い主より飼育放棄された結果とも言えます。

引き続き、逸走防止や所有者明示と合わせて、遺棄や終生飼育について啓発を行っていく必要があります。
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次は、R5年度の猫に関する収容措置状況です。
図は先程と同じように表していますが、大きく違う点は猫については捕獲ということをしておりません。
犬は狂犬病予防法の関係上、放浪していた場合捕獲しないといけないですが、猫については規定がありません。

入口については、飼い猫71頭（内子猫1頭）、飼い主不明227頭（内子猫178頭）の合わせて298頭（内子猫179頭）が動物愛護管理センターに収容されました。
また、飼い主不明の内訳は引取り186頭（内子猫162頭）、負傷41頭（内子猫16頭）でした。
飼い猫の引取りの背景としては多頭飼育崩壊が一つの要因となっています。
飼い主不明については、約80％が子猫であり、基本的には野良猫が産んで間もない子猫が収容されている現状です。


出口については、返還が9頭（内子猫3頭）、譲渡が127頭（内子猫88頭）でした。また殺処分は168頭（内子猫97頭）でした。
飼い主不明で収容された227頭の内、返還に至った猫は9頭のみで、返還率としてはわずか約4％です。

福岡市としても可能な限り譲渡に努めていますが、収容された298頭の内、168頭が殺処分になり、殺処分率としては約56％です。
殺処分の内訳としては、死亡が39頭（内子猫14頭）、重篤な病気等を理由とした殺処分が129頭（内子猫83頭）、実質的殺処分が0頭でした。
ちなみに、実質的殺処分とは収容期限を過ぎたことや収容スペースがないことを理由とした殺処分のことです。
重篤な病気等を理由とした殺処分については、栄養失調や重篤な感染症に罹患しているケースがほとんどです。

猫については、野良猫が産んだ子猫の収容や多頭飼育崩壊による収容が多く課題となってます。

まとめです。
犬猫の販売業を生業とする動物取扱業者の皆様におかれましても、飼おうとする飼い主に対し原則終生飼養であることを改めてご説明していただくようにお願いします。
また、多頭飼育崩壊を防ぐためにも、多頭で飼育しようとしている飼い主に対しては、不妊去勢手術の重要性も併せてご説明していただくようお願いします。






各制度の案内
（１）譲渡サポート店制度
（２）犬猫パートナーシップ店制度
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次に、以前からある制度を２つほど改めてご案内させていただきます。




センターの譲渡犬猫をペットホテルなどの施設で預かっ
ていただき、犬猫の出会いの場として、譲渡のサポートを
していただく制度。
主に猫の譲渡のご協力をお願いしています。
HP「ずっといっしょ.com」で動物取扱業者の紹介も
行っています。
※R5年度の猫の収容頭数は犬の４倍以上。

●福岡市内の第一種動物取扱業であり、
犬又は猫の飼養施設を有すること。

●センターの譲渡犬猫を施設で預かって
飼育し、飼い主さがしをすること。

主な認定基準

（１）譲渡サポート店制度
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一つ目は譲渡サポート店制度についてです。

センターの譲渡犬猫をペットホテルなどの施設で預かっていただき、犬猫の出会いの場として、譲渡のサポートをしていただく制度です。
R5年度の猫の収容頭数は犬の４倍以上であることからも、主に猫の譲渡のご協力をお願いしています。
制度にご協力いただける動物取扱業者様は、HP「ずっといっしょ.com」で紹介も行っています。


主な認定基準は、「福岡市内の第一種動物取扱業であり、犬又は猫の飼養施設を有すること。」
また、「センターの譲渡犬猫を施設で預かって飼育し、飼い主さがしをすること。」となっています。

現在、16店舗の登録があり、昨年度は７頭の猫を預かっていただき、譲渡していただいております。






ペットショップで購入するだけでなく、動物愛護管理セン
ターの譲渡犬猫も選択肢の一つであることを市民に啓発する
ことや、適正飼育の推進をしていただく制度。
HP「ずっといっしょ.com」で動物取扱業者の紹介も
行っています。

●福岡市内の第一種動物取扱業であり、
犬猫販売業の登録施設を有すること。

●飼い主への販売時、以下のことを誓約
させた上で販売すること。
①飼育可能な住宅に居住していること
②終生飼育すること
③万一飼えなくなった際は、必ず新たな飼い主を探すこと

主な認定基準

（２）犬猫パートナーシップ店制度
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二つ目は犬猫パートナーシップ店制度についてです。

ペットショップで購入するだけでなく、動物愛護管理センターの譲渡犬猫も選択肢の一つであることを市民に啓発することや、
適正飼育の推進をしていただく制度です。
先程同様に、こちらも制度にご協力いただける動物取扱業者様は、HP「ずっといっしょ.com」で紹介を行っています。

主な認定基準は、「福岡市内の第一種動物取扱業であり、犬猫販売業の登録施設を有すること。」
また、「飼い主への販売時、①飼育可能な住宅に居住していること。②終生飼育すること。③万一飼えなくなった際は、必ず新たな飼い主を探すこと。
を誓約させた上で販売すること。」となっています。


今紹介させていただいた制度については、随時参加していただける動物取扱業者様を募集していますので、ご協力の程よろしくお願いします。



本日の主な研修内容
① 従業員の員数規制について
② 8週齢規制について
③ 台帳の記録と保管について
④ 重要事項の説明について
⑤ マイクロチップ情報の登録、変更登録について
⑥ 狂犬病予防接種の徹底について
⑦ 業務停止及び取消事例
⑧ 無麻酔下での歯石取りについて
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本日の主な研修内容は次のとおりです。



① 従業員の員数規制について
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それでは先ず、「①従業員の員数について」からご説明致します。ここでは犬・猫を取扱う第一種動物取扱業の方にお話しを進めて参ります。



①従業員の員数規制について
・令和6年6月1日より、第一種動物取扱業の従業員の員数規制が完全施行
・犬又は猫の飼養施設において、職員1人当たりが飼養又は保管をする頭数の上限

犬20頭（うち繁殖犬15頭）
猫30頭（うち繁殖猫25頭）

※親と同居する子犬・子猫は含まない。
※子犬・子猫は、親と離した時点で1人当たりの飼養保管頭数に計上する。

令和５年６月１日～令和６年５月31日
25頭
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35頭

(うち繁殖猫30頭）

令和６年６月１日～令和７年５月31日
20頭

(うち繁殖犬15頭）
30頭

(うち繁殖猫25頭）

第一種事業者

犬 猫
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令和6年5月末で第一種動物取扱業の従業員の員数規制の経過措置が終了し、6月1日から完全施行となりました。

職員１人当たりの飼養保管頭数の上限は、１頭当たりの飼養保管に要する平均的な作業時間から職員１人当たりが管理できる頭数を算出し、
これをもとに、犬については２０頭（うち繁殖犬は１５頭）、猫については３０頭（うち繁殖猫は２５頭）となりました。
上限を超えないように注意して下さい。繁殖犬猫には、オス、メスともに含まれます。

この頭数には、親と同居する子犬・子猫の頭数は含まれません。子犬・子猫は、親と離した時点で１人当たりの飼養保管頭数に計上することになります。
また、繁殖を引退した犬・猫も含まれません。
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詳しくは、環境省の「動物取扱業における犬猫の飼養管理基準の解釈と運用指針　～守るべき基準のポイント～」　に記載されておりますので、
３．基準の解説　2.動物の飼養又は保管に従事する従業者の員数に関する事項　20～27ページをご確認下さい。
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なお、環境省の「動物取扱業における犬猫の飼養管理基準の解釈と運用指針　～守るべき基準のポイント～」　は福岡市動物愛護管理センターの
ホームページ、わんにゃんよかネットの「動物取扱業について」　の④遵守事項について　からご確認いただけます。




②8週齢規制について
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次に8週齢規制についてです。これも犬猫の繁殖を行う販売業者の方が対象となります。



8週齢未満の犬猫の販売制限

動物の愛護及び管理に関する法律(抜粋)

昭和48年10月1日 法律第105号
 (幼齢の犬又は猫に係る販売等の制限)

 第二十二条の五 犬猫等販売業者(販売の用に供する犬又
は猫の繁殖を行う者に限る。)は、その繁殖を行つた犬又
は猫であつて出生後五十六日を経過しないものについて、
販売のため又は販売の用に供するために引渡し又は展示
をしてはならない。

 (平二四法七九・追加)

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
犬猫は出生後56日齢を経過するまで、親きょうだいと一緒に過ごさせないといけません。
2019年の動物愛護法改正により、出生後49日齢が56日齢に引き上げられました。2019年の改正から2年間の経過期間を経て、
2021年6月1日から施行となりました。

ただし、日本犬6種（柴犬、秋田犬、紀州犬、甲斐犬、北海道犬、四国犬）を専門に繁殖する業者が直接一般飼い主に販売する場合は、
文化財保護法により、生後49日齢（7週齢）を経過すればよいとされています。



③台帳の記録と保管について
飼養
施設

個体又は品種
等ごとの帳簿

(※1)

飼養施設
及び動物の
点検状況

繁殖実施状況
※繁殖する
場合

取引
状況
(※2)

販 売 有 ○ ○ ○ ○
無 ○ ○

保 管 有 ○ ○
無 ○

貸出し 有 ○ ○ ○ ○

訓 練 有 ○ ○
無 ○

展 示 有 ○ ○ ○ ○
競りあっせん 有 ○ ○
譲受飼養 有 ○ ○ ○

※ 診断書 （１年以上継続して犬又は猫飼養する場合、1年ごと健康診断を実施）
※ 出生証明書 （犬又は猫が帝王切開で出産した場合）

全て５年間保存
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次に台帳の記録と保管について説明します。
調製する必要がある台帳は業種及び飼養施設の有無によって異なります。
この表を参考に作成する台帳を確認してください。

台帳は「紙」として調製・保存する方法と、電磁的記録、パソコンのエクセル等を使用して調製・保存する方法があります。
これらの台帳は、5年毎の登録更新時の立入検査の際や、定期立入の際に確認しますので、大切に保管して下さい。
なお、パソコンで台帳を調製・保存する場合、立入検査の際に紙に印刷する必要は有りませんが、必要な部分のみ、パソコンのデータを確認させていただきますのでご了承下さい。
また、何らかの理由でデータが消えてしまった時に備えて、ハードディスクへのバックアップをお勧めします。



（例）
繁殖を行う犬猫の販売業が調製する台帳
① 個体ごとの管理台帳
② 繁殖実施状況記録台帳
③ 診断書
④ 出生証明書
⑤ 飼養施設及び動物の点検状況記録台帳
⑥ 取引状況記録台帳
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例として犬猫を繁殖する販売業者が調製する必要がある台帳は、、
個体ごとの管理台帳　繁殖実施状況記録台帳　診断書　出生証明書　飼養施設及び動物の点検状況記録台帳　取引状況記録台帳の6種類です。






台帳の記録と保管について

※わんにゃんよかネットに各種台帳様式の掲載あり
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第一種動物取扱業の各種台帳の様式は「わんにゃんよかネット」からダウンロードできます。
「動物取扱業について」　の大きな⑦「様式集」をご確認下さい。

それぞれの台帳の記入方法について説明します。



① 個体ごとの管理台帳
用紙(表面)

品種 年齢 性別

避妊　去勢　済

登録番号

登録番号

登録番号

死亡日

販
売
ま
た
は
引
渡

販売担当者氏名販売（引渡）日

販売（引渡）先が動物の取引に関する法令に違反していないことの確認
（登録済みの販売業者であること，適切な飼養管理をしていること等）

実施済み・未実施

顧客への情報提供，対面説明及び顧客による署名確認

実施済み・未実施

死亡原因

販売（引渡）先の氏名（名称） 住所

生年月日

死
亡

前飼い主の氏名（名称） 住所

所有開始日（飼い始めた日）

　　　/　　　/　　　

その他特徴（毛色，性格など）

繁殖者の氏名（名称） 住所

犬の名前

飼
養
・
取
得

記入例

①犬を取得したら
「犬の名前」
「所有開始日」
「飼養・取得」に

記入する

③犬が死亡したら
記入する

②販売・引渡をしたら
記入する

プレゼンター
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「①個体ごとの管理台帳」です。「個体ごとの管理台帳」は販売業のほか、貸出業、展示業、譲受飼養業も調製してください。
犬・猫の場合は個体ごとに、その他哺乳類、鳥類、爬虫類は種ごとに調製が必要です。
今回は犬を例にして表面から説明します。左が記入様式、右が記入例です。
こ犬が生まれたり、繁殖犬を導入した場合は、1頭につき1枚「個体ごとの管理台帳」を調製して下さい。
その際、所有開始日と飼養・取得の欄に記入して下さい。

犬を販売したり、繁殖犬を引退させてペットとしたり、無償で譲渡したりする場合は、「販売または引渡」欄に記入します。

飼養中に犬が死亡した場合は、「死亡」欄に「死亡日」と「死亡原因」を記入して下さい。




① 個体ごとの管理台帳
用紙(裏面)

月日
犬の履歴

内容

犬の名前

記入例

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
裏面は、右の記載例のように、飼養開始日や健康診断の受診履歴及び診断結果、混合ワクチン接種日及びワクチンの種類、狂犬病ワクチン接種日等を
時系列で記入して下さい。




② 繁殖実施状況記録台帳

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に繁殖実施状況記録台帳についてです。　繁殖台帳は交配を行った際に、交配日、メス及びオスの名称若しくは個体識別番号、出産・産卵予定日を記入して下さい。
出産したら、出産・産卵年月日、出産・産卵数、出産・産卵後の雌の状態、新生子・卵の状態、雌の交配時の年齢、雌の生涯出産回数、今後繁殖のように供する可能性を記入して下さい。

繁殖に供することをやめた場合は、その年月日を記入して下さい。
繁殖台帳は交配しても妊娠に至らなかった場合も記録するようにして下さい。

また、新生子が健康な状態ではなく、疾病や死亡等が見受けられる場合、当該メス・オスの組み合わせは、今後行わないようにして下さい。

なお繁殖実施記録台帳は雌犬1頭毎に1枚作成すると、繁殖記録がし易くなります。





③ 診断書

・１年以上継続飼養している犬猫
が対象（オス・メスとも）

・獣医師による健康診断（今後の
繁殖可否）

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に「診断書」です。
１年以上継続して飼養している犬猫は、オス・メスともに獣医師による健康診断が必要となります。
獣医師が必要なチェック項目と今後の繁殖の可否について健康診断を実施し記録します。
特にオスは繁殖の年齢制限や回数制限が有りませんので、この診断結果に従って今後の繁殖の可否を判断して下さい。

　　なおオス・メスともに獣医師が今後の繁殖について「否」と判断した際は、繁殖回数・年齢共に上限に達していなくても、
　　今後繁殖に使用することは出来ません。　



④ 出生証明書

・犬猫が「帝王切開」で出産した場合
・「診断書」は別に必要

※帝王切開は必ず獣医師

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に「出生証明書」です。
「出生証明書」は犬猫が「帝王切開」で出産した場合に「診断書」とは別に必要となります。

診断項目は主に以下の4項目です。
①帝王切開を行った獣医師、若しくは動物病院の情報
②親（母）犬猫の個体情報と健康状態
③生まれた子犬（子猫）の個体情報と健康状態
④親（母）犬猫の今後の繁殖の可否について

なお帝王切開は必ず獣医師が行うようにしてください



⑤ 飼養施設及び動物の点検状況記録台帳
※日付を書き入れる方式の例

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に「飼養施設及び動物の点検状況記録台帳」です。この台帳は飼養施設を有する全ての業種が対象です。
「飼養施設」の「清掃」・「消毒」・「保守点検」と「動物の数」及び「動物の状態」について一日一回以上点検等を実施し記録して下さい。
もし「動物の数」や「状態」が「異常有」に該当した場合は「備考」欄に詳細を記入して下さい。

なお「保管業」・「訓練業」など動物を所有しない業種の方は、トリミング・ホテル・訓練などで、動物を取扱った際に記録して下さい。






⑤ 飼養施設及び動物の点検状況記録台帳
月

済 否 済 否 済 否 異常無 異常有 異常無 異常有

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

：

（　販売　・　保管　・　貸出　・　訓練　・　展示　・　その他　）

          年 飼養施設の点検等の状況 動物の数及び状態の点検
点検担
当者
氏名

備考

日 点検時間
清掃 消毒 保守点検 数 状態

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

※月ごとに作成する方式の例

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
このように様式を作り変えて記録することも可能です。この様式は1ヵ月分を1枚で記録するものです。
なお、様式を作り変える際は、必要な項目に漏れが無いように注意して下さい。




④ 取引状況記録台帳
※「販売業」・「貸出業」・「展示業」・「譲受飼養業」など
「個体ごとの管理台帳」を調製する場合は省略可

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に「取引状況記録台帳」です。
この台帳は「販売業」・「貸出業」・「展示業」・「譲受飼養業」など、「個体ごとの管理台帳」を調製する場合は省略することが出来ます。

「保管業」・「訓練業」で「カルテ」に該当するものです。「飼養施設」の有無にかかわらず調製して下さい。
トリミング、ホテル、訓練等を実施した際に記入して下さい。「取引の相手方」の登録番号は相手方が「第一種動物取扱業者」の場合は記入して下さい。

「相手方の関係法令遵守の状況」は、
動物の愛護及び管理に関する法律や狂犬病予防法といった法令を遵守しているか確認し、遵守している相手方とのみ取引を行うようにお願いします。
相手が業者の場合は、動物取扱業の登録を行っているかどうか。
相手が個人の場合は、年に一回の狂犬病予防接種をおこなっているかどうかなどが該当します。

例として「犬」をトリミング・ホテル・訓練等で顧客から預かる場合は3点該当します。
①一生に一回の犬の登録若しくはマイクロチップを指定登録機関に情報登録すること、
②年に一回狂犬病予防注射を接種すること、ただし獣医師が接種を見合わせるように指示した場合を除きます。
③マイクロチップの登録情報に変更が有った場合に適宜変更登録を実施することです。




定期報告届出書
→前年度分(4～3月分)を5月30日までに
提出する。郵送・FAX・メールでの提出可。
※死産も算入すること。

【その他】定期報告届出書

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ほかに動物販売業者等定期報告届出書があります。毎年4月1日から5月30日までに、前年度の犬、猫、その他哺乳類、鳥類、爬虫類の月ごとの数の動態を記録して提出するものです。
定期報告届出書は販売業の他ほかに、貸出業、展示業、譲受飼養業についても提出が必要です。

今年度分の提出はお済でしょうか。もし提出がお済でなければ速やかにご提出下さい。




④ 重要事項の説明について

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に重要事項の説明についてです。



販売に際しての情報提供の方法等
動物を販売する場合の手順

1.動物を購入する者に直接見せる（現物確認）

※事業所で実施すること
2.動物について対面で、書面又は電磁的記録
を用いて、18項目の説明を行う。(対面説明)

※購入者の署名等を貰うこと

※販売の相手方が第一種動物取扱業者である
場合、その動物の特徴等について説明をす
ることで売買可能です。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
動物を販売する際は、2つの手順を遵守して下さい。
先ず事業所で動物を購入者に見せる「現物確認」を行います。
次に書面若しくは電磁的記録を用いて１８項目について対面説明を行います。説明項目に漏れがないよう十分注意して下さい。
その上で動物を販売します。その際に購入者から署名若しくは押印等を貰い5年間保存して下さい。

なお販売の相手方が第一種動物取扱業者である場合、その動物の特徴等について説明をすることで売買可能です。

説明する必要のある１８項目については、立入検査時にお渡ししている書類「動物取扱業の遵守事項」の３ページもしくは環境省のホームページにてご確認ください。



⑤マイクロチップ情報の登録
変更登録について

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次にマイクロチップ情報の登録と変更登録についてです。



【犬猫の繁殖事業者】
・マイクロチップの装着・指定登録機関への登録
（91日齢、若しくは販売までに実施）
・販売時に登録証明書を購入者に提供

【犬猫の販売事業者】
・導入時に指定登録機関で変更登録
・販売時に登録証明書を購入者に提供
・購入者に変更登録について説明（実施をうながす）

犬猫繁殖・販売事業者の義務

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
子犬、子猫が生まれたら91日齢、若しくは販売までにマイクロチップを装着し、環境大臣指定登録機関に情報登録を行って下さい。
環境大臣指定登録機関に情報登録すると「登録証明書」が発行されます。
登録証明書は購入者が変更登録する際に必要な情報が記載されていますので、必ず購入者に提供して下さい。

また、購入者にマイクロチップ情報の変更登録についても説明をして下さい。



環境省指定登録機関でのマイクロチップ情報登録

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
犬猫を販売する際は、マイクロチップの挿入と情報の登録が義務付けされています。



環境省指定登録機関でのマイクロチップ情報登録

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
マイクロチップを挿入した際は、必ず情報登録を行って下さい。



登録証明書

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
犬猫を販売、若しくは譲渡したりする際は、必ず相手方に「登録証明書」を提供して下さい。




環境省指定登録機関でのマイクロチップ変更登録

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
購入者、若しくは新しい所有者は、登録証明書に記載されたマイクロチップ番号及び暗証番号を確認の上、マイクロチップ情報の変更登録を行わなければなりません。
第一種動物取扱業者の皆様は、変更登録について説明し、実施をうながして下さい。
新しい所有者が変更登録を行ったら、新たに「登録証明書」が発行されます。その際に暗証番号は変更されます。

「登録証明書」は所有者の引越しの際の住所変更など、マイクロチップ登録情報の変更に必要となりますので、大切に保管するように説明して下さい。



環境省指定登録機関でのマイクロチップ変更登録

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
繁殖犬を導入した際などの際も、マイクロチップ登録情報を購入元から新しい所有者変更して下さい。



⑥狂犬病予防接種の徹底について

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に犬の狂犬病予防注射についてです。






狂犬病予防接種の徹底について

【生後90日齢を超えた犬】
狂犬病予防法第5条による義務
・年に一回の狂犬病予防接種
・狂犬病予防注射済票の交付・装着

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
狂犬病予防法第5条により、生後90日齢を超えた犬は、年に一回の狂犬病予防接種及び狂犬病予防注射済票の交付が義務付けられています。
必ず年に1回狂犬病予防注射を接種するようにしてください。
また、動物取扱業者の皆様におかれましては取引の際にこの法令遵守の確認を行うようにしてください。

接種時期については、狂犬病予防法施行規則第11条で、4月1日から6月30日までに接種するように定められていますが、
発情中や授乳中であるなどの事情が有る場合や、生年月日から90日齢を迎える時期がこの期間に合致しない場合等があると思いますが、必ず年に1回狂犬病予防注射を接種するようにして下さい。
また2回目以降の接種時期は、4月～6月に出来るだけ合わせて接種していただくようにお願い致します。



⑦業務停止及び取消事例の紹介

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に「業務停止及び取消事例の紹介です。




業務停止及び取消事例の紹介
 施行規則第２条第２項第２及び３号関係 

  年  月  日 
 
 

動物愛護管理法第12条第１項第１号から第７号の２までに該当しないことを示す書類 
 
                   申請者  氏  名              
                       （法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 
                        住  所 〒 
                        電話番号 
 
 以下の者は、下記事項のいずれにも該当しません。 
 
 □ 申請者  
 □ 当該法人の役員 

 □ 環境省令で定める使用人 
 □ 動物取扱責任者 

 
事 項 

１ 心身の故障によりその業務を適正に行うことができない者として環境省令で定める者 

２ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

３  法第19条第１項の規定により登録を取り消され、その処分のあった日から５年を経過しない者 

４ 法第10条第１項の登録を受けた者（以下「第一種動物取扱業者」という。）で法人であるものが法第19条

第１項の規定により登録を取り消された場合において、その処分のあった日前30日以内にその第一種動物取

扱業者の役員であった者でその処分のあった日から５年を経過しないもの 

５ 法第19条第１項の規定により業務の停止を命ぜられ、その停止の期間が経過しない者 

５の２ 禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から５年を経過

しない者 

６ この法律の規定、化製場等に関する法律（昭和23年法律第140号）第10条第２号（同法第９条第５項にお

いて準用する同法第７条に係る部分に限る。）若しくは第３号の規定、外国為替及び外国貿易法（昭和24年

法律第228号）第69条の７第１項第４号（動物に係るものに限る。以下この号において同じ。）若しくは第

５号（動物に係るものに限る。以下この号において同じ。）、第70条第１項第36号（同法第48条第３項又は

第52条の規定に基づく命令の規定による承認（動物の輸出又は輸入に係るものに限る。）に係る部分に限る。

以下この号において同じ。）若しくは第72条第１項第３号（同法第69条の７第１項第４号及び第５号に係る

部分に限る。）若しくは第５号（同法第70条第１項第36号に係る部分に限る。）の規定、狂犬病予防法（昭

和25年法律第247号）第27条第１号若しくは第２号の規定、絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関

する法律（平成４年法律第75号）の規定、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成14年

法律第88号）の規定又は特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律（平成16年法律第78号）

の規定により罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から５年

を経過しない者 

７ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力

団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

７の２ 第一種動物取扱業に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当の理由が

ある者として環境省令で定める者 

 

備 考 
  この書類の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

【動愛法第１９条】
動愛法第１２条第１項第１号、第２号、
第４号、第５号の２から第９号に該当
する場合
業務停止または登録取り消し
を命ずることができる

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
第一種動物取扱業の欠格事項は、ご覧の様式「動物愛護管理法第12条第１項第１号から第７号の２までに該当しないことを示す書類」の
「事項」に記載されています。

これらの事項に該当する場合は業務停止や登録取り消し処分の対象となりますのでご注意ください。

今回は「２　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者」に該当した事例をご紹介したいと思います。





 施行規則第２条第２項第２及び３号関係

　　年　　月　　日

動物愛護管理法第12条第１項第１号から第７号の２までに該当しないことを示す書類

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　　氏　　名  　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所　〒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　以下の者は、下記事項のいずれにも該当しません。

　□　申請者　

　□　当該法人の役員

　□　環境省令で定める使用人

　□　動物取扱責任者

		事　項



		１　心身の故障によりその業務を適正に行うことができない者として環境省令で定める者

２　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

３  法第19条第１項の規定により登録を取り消され、その処分のあった日から５年を経過しない者

４　法第10条第１項の登録を受けた者（以下「第一種動物取扱業者」という。）で法人であるものが法第19条第１項の規定により登録を取り消された場合において、その処分のあった日前30日以内にその第一種動物取扱業者の役員であった者でその処分のあった日から５年を経過しないもの

５　法第19条第１項の規定により業務の停止を命ぜられ、その停止の期間が経過しない者

５の２　禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者

６　この法律の規定、化製場等に関する法律（昭和23年法律第140号）第10条第２号（同法第９条第５項において準用する同法第７条に係る部分に限る。）若しくは第３号の規定、外国為替及び外国貿易法（昭和24年法律第228号）第69条の７第１項第４号（動物に係るものに限る。以下この号において同じ。）若しくは第５号（動物に係るものに限る。以下この号において同じ。）、第70条第１項第36号（同法第48条第３項又は第52条の規定に基づく命令の規定による承認（動物の輸出又は輸入に係るものに限る。）に係る部分に限る。以下この号において同じ。）若しくは第72条第１項第３号（同法第69条の７第１項第４号及び第５号に係る部分に限る。）若しくは第５号（同法第70条第１項第36号に係る部分に限る。）の規定、狂犬病予防法（昭和25年法律第247号）第27条第１号若しくは第２号の規定、絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律（平成４年法律第75号）の規定、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成14年法律第88号）の規定又は特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律（平成16年法律第78号）の規定により罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者

７　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者

７の２　第一種動物取扱業に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当の理由がある者として環境省令で定める者





備　考

  この書類の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。



業務停止及び取消事例の紹介

〇法人登録による第一種動物取扱業者

〇法人が破産
※破産管財人である弁護士が廃業届を提出

〇動物愛護管理法第12条第1項第2号(破産)に該当

〇動物愛護管理法第12条第1項に規定する登録拒否要件に該当
(当該法人は破産手続終了後に消滅予定)

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
第一種動物取扱業の登録申請者である法人が破産して、破産管財人である弁護士から廃業届が提出されました。
それにより、動物愛護管理法第12条第1項第2号による登録拒否要件に該当することが判明しました。



⑧無麻酔での歯石取りについて
【福岡県農林水産部畜産課からのお知らせ】

無麻酔下の飼育動物に対する歯石除去
→出血や疼痛等の衛生上の危害を生ずるおそれ
→獣医師の獣医学的判断・技術が必要な診療行為

獣医師以外の者が行った場合、獣医師法第17条に
抵触するおそれがある。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
最後に福岡県から通知が有りましたので、お知らせ致します。無麻酔での歯石取りについてです。

一 般 に 、 無 麻 酔 下 の 飼 育 動 物 に 対 す る 歯 石 除 去 は 、 出 血 や 疼 痛 等 の 衛 生 上 の 危 害 を 生 ず る お そ れ が あ る た め 、 獣 医 師 の 獣 医 学 的 判 断 及 び 技 術 が 必 要 な 診 療 行 為 に 該 当 し ま す 。 獣 医 師 以 外 の 方 が 当 該 行 為 を 行 っ た 場 合 、 獣 医 師 法 第 17 条 に 抵 触 す る お そ れ が あ り ま す 。 
つ き ま し て は 、 獣医師以外の方が 、 当 該 行 為 を 行 わ な い ようにしてください。



参考

〇 獣 医 師 法 （ 昭 和 2 4 年 法 律 第 1 8 6 号 ）
第 十 七 条
獣 医 師 で な け れ ば 、 飼 育 動 物 （ 牛 、 馬 、 め ん 羊 、
山 羊 、 豚 、 犬 、 猫 、 鶏 、 う ず らそ の 他 獣 医 師 が
診 療 を 行 う 必 要 が あ る も の と し て 政 令 で 定 め る
も の に 限 る 。） の 診 療 を 業 務 と し て は な ら な い 。

〇 獣 医 師 法 施 行 令 （ 平 成 4 年 政 令 第 2 7 3 号 ）
第 二 条
法 第 十 七 条 の 政 令 で 定 め る 飼 育 動 物 は 、 次 の
とおりとす る 。
一 オ ウ ム 科 全 種
二 カ エ デ チ ョ ウ 科 全 種
三 ア ト リ 科 全 種

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
歯石除去の他にも帝王切開や投薬、ワクチンの接種など獣医師法における診療行為に該当するものについては，獣医師の方以外は実施しないように注意してください。



ご清聴ありがとうございました。

お疲れ様でした。
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